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はじめに
　本書は、椿寿夫教授と伊藤進教授を中心とした法人保証に関する総合研究の成果を一冊にまとめ上げ
たものである。性急とも思える官製立法、法改正が盛んな昨今、保証もまたその例外ではないが、在野
の雄である明治大学に何らかの形で関係する研究者が腰を据えて法人保証に関する基礎研究・比較法研
究に取り組み、現代に相応しっっ将来の立法をも視野に入れた新たな保証論を展開する本書は、法人保
証に関するわが国初の本格研究であるという点のみならず、基礎的理論研究と立法の関係という点でも、
わが国の民法学界に与えるインパクトはきわめて大きい。
一　本書の概要
　本書は、第1部理論編に8論文、第2部外国の法人保証に5論文の合計13論文から構成されている。
以下では、まずそれぞれの論文の内容を簡単に紹介しよう。
　1　第1部理論編の概要
　第1部の冒頭論文「法人保証序説」および「法人（による）保証論のための序説」（椿寿夫）は、本総
合研究の提唱者であり、法人保証という用語を法概念として初めて提唱した著者が、研究の意図とプラ
ンを示すというかたちで法人保証（研究）パラダイムを展開しており、視野の広がりと視点の深さの両
面において本書中で圧倒的な重要度を有し、本書のいわば総論ともいうべきものとなっている。すなわ
ち、この2論文では、今日における多様な保証が個人保証をモデルとした伝統的な保証理論とはかけ離
れているとの認識を基に、“だれが保証人か”により保証法論も変わってくるのではないかというモチー
フを出発点にして、今日における保証では、法人による保証は個人保証とは区別されるべきではないか、
また、法人保証にも信用保証協会による保証をはじめ多様な保証があり、これらの対比・異同を明らか
にする必要があるのではないか、という問題提起がなされている。そして、このような問題提起に基づ
き、“法人保証を接眼レンズにした保証法の再検討”を行うための準備作業として、実際には準備の域を
遥かに超える内容で、個人保証の特質と多様性、法人保証の機能と場面を浮き彫りにしたうえで、仮説
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的に、保証を主体別に類型化した場合には、個人保証と法人保証とに分けられ、かつ前者は4類型（①
伝来型、②個別事情型、③職務型、④主債務型）に、後者は3類型（①公共公益型、②特殊公共型、③
営利営業型）に分けられ、また、法人保証を業種別に類型化した場合には、信用保証協会による協会保
証と企業保証とに分けられ、かつ後者は銀行保証、保証会社保証、狭義の企業保証に分けられるという
類型論を提唱し、それぞれの類型において検討されるべき問題点をそれぞれが有する特徴との関係から
明らかにしている。
　この2論文に続く6論文は、．大枠では椿教授が描いた見取り図上で、法人保証という概念が法的にど
のような意義を持っかを検討するというプランに則りながら、各論者それぞれの視点からの法人保証論
を展開している。
　まず、「法人保証と人的担保制度の序論的研究」（伊藤進）は、今日における人的担保の積極的な利用
を前にして人的担保制度を全体的に把握する必要があるとの認識から、従来の人的担保概念の捉え方を
批判的に整理したうえで、人的担保においては何を担保しようとしているのかが最も重要な要素であり、
その観点からすると、人的担保は、債務担保型、信用担保型、地位担保型、賠償担保型、損失担保型に
類型化できるとの試論を展開している。このような伊藤教授の問題設定と類型化の視点は、椿教授のそ
れとは同一ではないが、以下の論文では、法人保証の提唱によって従来の機関保証論の有するあいまい
さに対して問題が投げかけられたとの認識から、信用保証協会の保証の検討とそれをふまえた機関保証
論の提唱を通じて、信用担保の観点から法人保証の研究と自説とがリンクしていることを示している。
すなわち、「信用保証協会の保証の現状と問題点」および「『機関保証』論」（伊藤進）では、信用保証協
会保証が法的性質と法的基礎論において民法の保証理論と同一次元で捉えられず、機関保証である点と
信用保証である点に特徴があり、とくに、信用の供与を第一義たる目的とした信用保証であって債務保
証ではないという観点から捉えてはじめて、保証が約定によること、三面契約性、枠としての保証、補
充性の強化といった信用協会保証の特質が説明できるとして、法人保証における「機関信用保証」とい
う概念を提唱し、その意義と有用性を主張している。
　これに対して、次の「法人保証の特質」（平野裕之）は、法人保証の特質としては消費者保証（個人保
証）に対する事業者保証であるという観点が重要であり、保証は今後この二極分化が図られるべきであ
るとしつつ、前者では保証人に対する信義則上の義務が債権者にあると解すべきことを主張している。
同教授は、本書以外でもこのような観点からする多数の著作を精力的に発表しており、これら一連の研
究は、消費者保証における保証人保護に力点を置きっっ、法人保証をいわば裏側から分析するものとい
える。
　これらに続く2論文は、いずれも広義での法人による保証には多様な形態があるとともに、それらが
狭義での保証以上に有用性があるものとして機能していることを明らかにしている。すなわち、「信用状
と保証」（新美育文）は、証書保証の一形態である信用状と保証の異同を検討し、とくにアメリカの銀行
が発行するスタンドバイ信用状の機能と特徴がその単純性、迅速性、安価性にあることから、保証に代
わる担保として広く利用されていることを明らかにしている。また、「保証予約および経営指導念書の法
一218一
日治大’　会’愚研加所紀
的効力」（椿久美子）は、保証予約と経営指導念書の法的効力を検討しているが、とくに、これまで実態
が明らかではない後者にっいて、発行者が道義的責任だけを負うものとされてきたことを批判し、すで
に詳細な研究が進んでいるドイツにおける13類型の支援表明（親会社が子会社の借入債務につき銀行に
対して行う）を検討して、銀行の有する履行請求権、損害賠償請求権が多様であることを明らかにした
うえで、経営指導念書を非典型保証として位置づけ、法的効力に等級をつけることができる人的担保と
して把握する必要があること、およびこれを従来の保証契約の枠に押さえ込むべきでないことを主張し
ている。
　2　第2部外国の法人保証の概要
　第2部には、比較法研究として、外国の法人保証に関する5論文が収録され、外国でも法人保証につ
いて特別の議論がなされるようになっていることを明らかにしている。
　まず、「イギリス法における法人保証」（新美育文）は、イギリスにおける消費者保証ないし個人保証
に関する最近の動向との対比において、個人保証における債権者の説明義務に見られるような保証人保
護のための慎重な配慮と比較して、法人保証では契約自由が徹底しており、多様な契約が展開されてい
ることを明らかにしている。「アメリカ法における法人保証」（織田博子）は、アメリカにおいて法人が
保証人となるさまざまな場合にっいて、各種のボンドを含めて紹介している。「フランス法における法人
保証」（平野裕之）は、フランスにおける1930年代以降の人的担保の重要性、利便性に対する再認識を
背景とした保証の爆発的な発展により、保証人を保護する立法、学説が展開されているとともに、法人
による保証以外の人的担保も多様に発展していることを詳細に検討したうえ、たとえば債権者の保証人
に対する義務が保証人の多様性に応じて柔軟に運用されるなど、全体として保証主体に応じた多様な保
証法が形成されていることを明らかにしている。「ドイツ法における法人保証」（椿久美子）は、ドイツ
における保証、保証類似担保、損害担保などの多様な保証を紹介したうえで、法人保証では、個人保証
を前提とした保証理論が多様に変容しており、合理的なリスク計算に基づく保証料の徴求がその要因に
なっていることを明らかにしている。「スイス法における法人保証」（亀田浩一郎）は、スイスにおける
自然人保証人に対する保護立法と法人による保証以外の支援表明の多様性とを対比させるかたちで紹介
している。
二　本書の意義
　以上のように、本書は名実ともに法人保証に関する総合研究であるが、以下では、本書と従来の研究
との関係、本書がなしえたこと、および、残された課題にっいて見ておこう。
1　従来の研究との関係
保証の研究はかなり以前から相当行われているが（わが国における保証法理の到達点と今日的課題に
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ついては、國井和郎「保証」椿寿夫編『担保法理の現状と課題』（1995年、商事法務研究会）104頁以下
参照）、その中でも、伝統的には、西村信雄博士が保証の特質として挙げる、利他性・無償性・情誼性・
軽率性といった性質が保証一般の性質であるとして語られてきた。これに対し、近年では、継続的保証、
機関保証、非典型的な保証類似の担保契約等における、たとえば債権者と保証人との利害調整といった
問題を契機として、伝統的な個人保証以外の多様な形態に相応した新たな保証法理を模索する研究が進
められている。しかし、これらの研究は、機関保証の代表的な場合である信用協会保証や、個人保証人
保護の要請が高い包括根保証など、現代に特有ではあるが単一の保証形態における解釈上の問題点を対
象とする断片的なものであることが多かった。
　本書の共同編者である椿寿夫教授と伊藤進教授は、いずれも現代における保証に関して数多くの論文
を発表してきたが、こうした長年の研究の蓄積を基に、上記のような信用協会保証や包括根保証だけに
とどまらない多様な保証取引の全体を統一的に把握して再構成することの必要性を認識され、再構成の
ためのキーワードとして法人保証概念の意義と有用性に対する可能性を提唱してきた。椿教授による法
人保証という造語概念の提唱自体は、すでに十数年前に遡る（椿寿夫「法人保証という観念」手形研究467
号（1992年）1頁）。その後、両教授はこの概念を切り口として保証法理を再検討する共同研究を展開し、
2000年には、総数260頁を超える「法人保証をめぐる実態と法理」（金融法研究資料編（16））と24編の
論文からなる「法人保証の現状と課題」（別冊NBL61号、商事法務研究会）をまとめあげて公表すると
ともに、同年の金融法学会においては、これらを基にしてシンポジウムを実施している。本書は、これ
らと併行して明治大学関係者を中心に企画された共同研究に基づき、かつ、その後の研究成果をも取り
込んでおり、いわば法人保証3部作の3つ目の成果といえる。このように、本書は、椿、伊藤両教授の
長年の研究とその過程で生じた疑問の断片を拾い集めるという丹念な道程を経て構想された大きなテーマに
基づき、満を持して実施された共同研究の成果であり、現代における保証法理の再構築のために大きな
可能性を提示するものであるといえる。
　本書に収録されている論文は、前記の金融法研究、別冊NBLを中心として既発表の論文をベースとす
るものが多いが、既刊の両書が全体としては法人保証の実態を明らかにすることに主眼が置かれていた
のに対して、本書は、基礎理論研究と比較法研究に主眼を置いて、これらの両書から理論研究・比較法
研究に関する論文を抜き出すとともに新たな論文を加えて、法人保証概念の形成可能性を理論的に検討
する観点から編集されている。また、既発表の論文にっいてどの程度加筆するかは各自の判断にゆだね
られているが（はしがきより）、その多くがその後の研究をふまえてより詳細な検討をしたり、最新の内
容を補充したりしている。このように本書は、全体として既発表論文の二番煎じとの印象以上に、共同
研究をさらに発展させたうえでの理論的研究成果としてのオリジナル性を有するものとなっている。
　2　本書がなしえたこと
　本書は、『法人保証』概念の形成の意義、有用性にっき総合的に検討し、保証の主体属性に注目して、
保証法理を異なるものとして形成することの必要性を確認することが目的とされている（後記より）。実
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際、研究視角の設定とそれに基づく法人保証の多様性のあぶり出しという点では、本書は成功をおさめ
ているといえるであろう。
　法人保証という研究視角の設定は、出されてしまえば誰もが思いつきそうで思いつかなかったといえ
るような自然で安定感のあるものであり、保証研究のカオス状況の中からこのような一筋の光を看取し、
かつ、さまざまな問題をその光の下で連鎖させてゆく鋭さには脱帽するほかない。本書の成果それ自体
の評価いかんにかかわらず、今後保証を論じる際には、法人保証という観点を受容し、何らかのかたち
ではそれを取り入れた分析をする必要があるといえるであろう。たしかに、本書のこのような研究視角
の設定は、冒頭の圧倒的な2つの椿論文によって導かれており、それだけに、共同研究とはいっても、
同教授の構想の手のひら上で行われた作業であるという観があることは否めない。しかし、法人保証と
いう用語は、今後さらに明確化されてゆくであろうとしても、少なくとも本書の段階では、各論者には
リジットな概念というよりも、むしろ保証を検討する際の考え方ないしものの見方として受けとめられ
ているようであり、椿教授もまた、研究の方向性を共有していればその過程でさまざまな見解があって
よいと考えられているのではないかと思われる。たとえば、伊藤教授の機関信用保証論、平野教授の消
費者保証対事業者保証という構図における債権者の義務、椿久美子教授の法的効力に等級がある人的担
保といった見解は、その妥当性にっき今後なお検討が必要ではあろうが、それぞれ法人保証という共通
の「場」から発せられた独自性のある主張であって、このようなさまざまな主張がなされること自体、
研究視角の設定が成功している証であろう。
　また、保証一般ないし法人保証の多様性のあぶり出しという点では、従来の保証研究の個別性・断片
性と比べると、保証が実態として非常に多様性なものであり、それぞれの形態ごとに今後解決されるべ
きさまざまの問題を内包しっっ、かっ、理論的にも人的担保制度論、消費者保護、多角的法律関係など、
さまざまの外延問題に連結していることを実証している。諸外国の保証についても、各論文は、とくに
非典型的な保証の多様な形態に着唱して検討するという統一的な視点が貫かれており、従来の外国法の
紹介とは一線を画するものとなっている。さらに特徴的なのは、このような多様性を分析するためには
類型化が効果的ではないかということ、および、各類型に法的効果を検討するにあたってはゼロか百か
という二者択一的な解決ではなくそれぞれの特徴に応じた法的効果を段階的に付与すべきではないかと
いうことの2点の認識で各論文が統一されていることである。このように、本書における法人保証の多
様性のあぶり出しは、各論者のばらばらの視点と研究方向に基づき行われたものを単にまとめたもので
はなく、このような点においてまさにわが国初の総合研究の名にふさわしい。
　3　残された課題
　本書は、上記のようにして多くのことをなしえている反面、しかし結局のところ、「法人保証とは何な
のかjという問いに対する答えを明らかにしていない、といえるのではなかろうか。本書で示された構
想やそれを基にして展開されているさまざまな試論にもかかわらず、保人保証の定義、法的性質、法的
効果などについて統一された法人保証概念の確立、さらにはそれをふまえた保証法理全体ないし人的担
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保全体の再構成には至っていない。各論文においても、たとえば伊藤論文は、機関信用保証という概念
を提唱しつつ、それと法人保証論との関係は、法人保証法理の中身が明らかでないため判断しかねると
している。平野論文は、消費者保証と事業者保証を対比させつつ、前者における保証人保護のための債
権者の義務を強調するが、事業者保証の特質については、保証人保護が必要ないというにとどまってい
る。新美論文および椿（久）論文も広義の法人保証の多様性とそれに相応した法的効果を付与する必要
性を指摘するが、その内容は明らかでない。このように、本書からは、全体としても個別論文からも、
法人保証とは消費者保証ないし個人保証以外の保証であるという意味において問題の輪郭を理解するこ
とができるが、法人保証とは何かについての積極的な解答はついに得られない。法人保証という用語を
軸にして保証の多様な形態を相互にリンクさせる発想が必要かつ有用であることは明らかであるが、そ
うかといって、それだけでは法人保証が法的概念となり得たとはいえないであろう。
　しかし他方では、これは読み手の側の問題であるかもしれない。というのは、本書で呈示されている
法人保証という用語は、その類型化と段階的効果の付与というねらいを前提にする限り、多様な保証を
一括して説明するための単一の定義と固有の法的効果を持った法概念というには相容れない側面があり、
各種の機関保証、信用状、経営指導念など、法人による多様な保証が相互に関連性を有しながら、状況
に応じて選択される連鎖にあることを示す言葉ないし視座であり、本書ではそれを概念と呼ばれている
だけなのかもしれないからである。そうすると、問われるべきは、本書が法人保証概念を確立しえたか
どうかではなく、本書の延長上にわが国の法人保証法理ないし保証一般の法理再構築のための新たな道
が開けたか否かということになろう。
　このような意味においては、本書は、法人保証の多様性と特質を明らかにすることによって、保証法
理再編のためのまさに準備作業をなしたものであり、その先において、再編はありうるのか、またその
際に法人保証が法的概念として耐えうるだけの理論的基礎を持ちうるのかといった問いはわれわれ自身
に対する問いでもあるといえるであろう。また同時に、本書の著者が今後再結集して行われるであろう
研究（はしがきより）がどのような方向へ進むのか、とくに概念定立に向けた本格的な理論研究が行わ
れるのかに注目したい。
　本書は、その基礎となった共同研究終了後7年後の発刊である（後記より）。その間の民法改正は、貸
金等根保証契約に関する規定が法人保証には適用されないことを認め（民法465条の2第1項）、保証人
の属性により保証を区別し、法人保証にっいて異なる法律の必要性を受け入れたものとなった。しかし
法人保証が個人保証以外の保証にとどまるのか、それとも独自の性質、効力を有するものであるのかは
なお明らかでなく、学界全体の今後の課題となっている（長谷川貞之「法人根保証、経営者の個人根保
証」NBL826号（2006年）85頁以下参照）。本書がその際の道標であることは疑いないであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（なかや　ひろき）
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